
１　総括

⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数については、令和６年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員、再任用職員（短時間勤務）及び
　会計年度任用職員を含まない。
３ 給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の
　給与費は含まれていない。

⑶ ラスパイレス指数の状況

（注） １ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100 として計算した指数。
２ 括弧書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味し
　た地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　（補正前のラスパイレス指数×(１＋越谷市の地域手当支給率)／(１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率)により算出。）
３ 中核市平均とは、中核市のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※ 令和７年４月１日のラスパイレス指数が、①３年連続で上昇している場合、②100を超えている場合について、その理由
　（給与制度又はその運用を踏まえ記載すること）

　　指数が高い要因については、次のことが考えられる。
　　・学歴によらず有能な職員は上位の職位まで昇格できる人事運営であること
　　・初任給を国の基準より高くしていること
　　・５５歳以上の職員の昇給抑制制度が国と異なること
　　職員の給与については、人事院勧告を受けての国家公務員の取扱いに準拠することを基本として、今後も給与水準の
　引き下げにつき検討を進め、水準の適正化に努めていく。
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⑷ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（給与制度のアップデート）の実施状況について

【概要】 国家公務員給与においては、行政職俸給表(一)において３級から７級までの初号近辺の号俸をカットし、これらの級の初号の
俸給月額の引上げを行うとともに、８級から10級の隣接する級間での俸給月額の重なりの解消等を行っている。
その他、各種手当について見直しを行っている。

① 給料表の見直し

（給料表の改定実施時期）　令和７年４月１日
（内容） 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、２級から６級までの初号近辺の号給をカットし、

これらの級の初号の給料月額の引上げを行うとともに、７級から８級の隣接する級間での給料月額の重なり
の解消等を実施。

② 地域手当の見直し

（支給割合）　国基準５％に対し、越谷市では６％を支給。
人材確保の観点から近隣自治体の動向を注視し、財政状況を踏まえたうえで適切に判断していく。

（参考）
各年度の支給割合

令和６年度 令和７年度 令和８年度
国基準による支給割合 ６％ ５％ ４％

越谷市の支給割合 ６％ ６％ ６％

③ その他の見直し

　扶養手当、通勤手当、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当について、見直しを実施。（令和７年４月１日実施）

⑸ 特記事項

　給料抑制措置として、平成３０年４月から令和３年３月まで下記職員に対し給料の特例減額措置を実施した。

　　・管理職　　▲１.５％

　　・監督職　　▲０.７５％

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日現在）

① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

② 技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注） １ 「平均給料月額」とは、令和７年４月１日現在における職員の諸手当を除いた給料月額である。
２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての
　諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた
　もの）で算出している。
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＜民間の類似職種に関する給与資料＞
技能労務職員の給与等の比較にあたり、総務省より以下の参考資料（別表）の提供がある。
なお、この資料は、厚生労働省が公表する｢賃金構造基本統計調査（賃金センサス）｣における類似職種（５職種）についての

　①平均年齢、②平均給与月額（決まって支給する現金給与額）、③年収ベース（②を１２倍したものに年間賞与その他特別給与
　額を加えた試算値）に係る数値である。

※賃金構造基本統計調査（賃金センサス）
主要産業に雇用される常用労働者の賃金について、労働者の種類、職種、性別、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等を明らか

　にし、賃金構造の実態を詳細に把握することを目的として、昭和２３年から毎年実施されている統計調査の一つ。
常用労働者１０人以上の民営事業所、一部公営事務所、常用労働者５人～９人の民営事業所から一定の方法によって抽出された

　事業所が対象となっている。なお、常用労働者には、正社員・正職員以外のものや雇用期間の定めのあるもの等が含まれている。

【別表】 ｢賃金構造基本統計調査｣における５職種の平均年齢・平均給与月額等 （総務省参考資料）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

※ 職種別の数値を３か年平均（令和４年から令和６年までの各年度の労働者数で加重平均）したものである。
※ 「廃棄物処理業（男女）」については、産業別の数値の３か年平均（令和４年から令和６年までの各年度の

　　労働者数で加重平均）したものである。

⑵ 職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

⑴ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和7年4月1日現在）

（注） １ 越谷市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

％
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７　級
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％
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人
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⑵ 国との給料表カーブ比較表（行政職）（令和7年4月1日現在）
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⑶ 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

⑴ 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和6年度） １人当たり平均支給額（令和6年度）

千円 千円

（令和6年度支給割合） （令和6年度支給割合） （令和6年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20% ・役職加算 5～20%

・管理職加算　　　　15～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

⑵ 退職手当（令和7年4月1日現在）

 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　  （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

 勤続２０年 月分 月分  勤続２０年 月分 月分

 勤続２５年 月分 月分  勤続２５年 月分 月分

 勤続３５年 月分 月分  勤続３５年 月分 月分

 最高限度 月分 月分  最高限度 月分 月分

 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置  その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（割増率 2～45％） （割増率 2～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額である。
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28.0395

39.7575
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24.586875
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33.27075

国

－

(1.000)

2.10
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2.50

　活用している昇給区分
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○

○

(1.000)
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○
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○○
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昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給可能な
区分

 イ　人事評価を活用している

令和7年4月2日から令和8年4月1日
までにおける運用

2.50

(1.000)(1.400)

2.10

 ロ　人事評価を活用していない

　　上位、標準、下位の成績率 ○

　　上位、標準の成績率

　　標準の成績率のみ（一律） ○

2,058 22,587

47.709

　　活用予定時期

支給実績が
ある成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

1,707

○

(1.400)

　　標準、下位の成績率

 ロ　人事評価を活用していない

○

○

2.50

応募認定・定年

33.27075

47.709

自己都合　

19.6695

47.709

39.7575
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⑶ 地域手当（令和7年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

⑷ 特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

千円

　円

　％

230円/日

150円/日

50,000円/月

150円/日

100円/日

100円/日

手当の名称

4,342千円
給料月額の2％
（上限3,500円/月）

21

150円/日

5時間超 1,100円/回
2時間以上5時間以下 730円/回
2時間未満 410円/回

5

国の制度（支給率）

(16)医師手当

(12)機関員勤務手当

4,267千円

左記職員に対する支給単価

行旅死亡人の処置等に関する業務に従事した職員

860千円

1,058千円

消防自動車の運転及びポンプの操作等機関員の勤務に従
事した消防職員

2,611千円

①ショベルローダ、ブルドーザ等大型特殊車両の運転作
業に従事する職員

0千円

31千円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度）

(4) 行旅病死人取扱手当

(15)救急出動手当
交通事故、災害等の救急現場に出動し、傷病者を病院等
に収容し、又は現場手当を施した消防職員

10,320千円

(11)通信指令管制業務手当 通信、指令、管制業務に従事した消防職員

(7) 特殊車両運転作業手当 672千円
②上記に規定する車両以外で市長が別に定める特殊車両
の運転作業に従事する職員

(8) 夜間特殊業務手当
守衛、消防職員又は市立病院に勤務する職員が、深夜
（午後１０時後翌日の午前５時前の間をいう。以下同
じ。）にわたり、正規の勤務時間として勤務した場合

②使用済自動車の再資源化等に関する法律

火災及び水災事故等の災害に出動した消防職員 2,465千円

②上記の者以外の者が、診療のためＸ線その他の放射線
を人体に照射し、若しくは放射性同位元素を取扱う業務
又はこれらに付随する業務に従事した場合

180円/日

150円/日

370円/日

1,870千円

400円/回

(13)はしご搭乗手当

(14)災害出動手当

市立病院の診療業務に従事する医師 46,913千円

110円/日

450円/回

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和6年度普通会計決算）

(10)産業廃棄物等立入検査
　　業務手当

2,230

支給対象職員数

社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１５条第１項
第２号に規定する現業を行う職員及び市立病院において
同様の業務を行う職員
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(5) 社会福祉業務手当 8,374千円

①感染症の患者又は感染症の疑いのある患者の救護に従事し
た職員

②感染症が発生し、又は発生するおそれがある区域内で行う
消毒及び感染症の病原体に汚染された物件又は汚染された疑
いがある物件の処理に従事した職員

③伝染性疾病等の病原体を保有する獣畜又は保有する疑いの
ある獣畜に対する防疫に従事した職員

④人体に有害な薬品を使って植物の防疫に従事した職員

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和6年度普通会計決算）

43,938

支給対象地域

 支給実績（令和6年度普通会計決算）

手当の種類（手当数）

5,000円/月
福祉型及び医療型児童発達支援センターにおいて生活指
導又は作業指導の業務に従事する職員

0千円

21千円

臨床検査技師、衛生検査技師又はこれに準ずる勤務を命
ぜられている職員が、結核菌その他の病原体等を取扱う
業務に従事した場合

(17)臨床検査手当

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律 左記のいずれか
に基づく立入検
査の業務に従事
した職員

306千円

①市立病院の放射線科医師、診療放射線技師又はこれに
準ずる勤務を命ぜられている職員がＸ線その他の放射線
を人体に照射し、若しくは放射性同位元素を取扱う業務
又はこれらに付随する業務に従事した場合

はしご車搭乗、点検等の業務に従事した消防職員 155千円

(18)放射線取扱手当

(19)早出勤務手当 午前７時以前に正規の勤務時間として勤務する職員

③越谷市土砂の堆積等の規制に関する条例

(6) 福祉施設指導員手当

150円/回

51,210

支給率

犬の捕獲、収容、抑留又は移送の業務に従事した保健所
に勤務する職員

400円/日

越谷市

11,519千円

2,000円/回

1,000円/回

290円/日

(2) 徴収手当

(3) 防疫作業手当

(9) 動物取扱手当

 支給実績（令和6年度普通会計決算）

市税（国民健康保険税を含む。以下同じ。）の賦課、徴
収に関する事務に従事した職員

支給実績※
（令和6年度決算）

臨戸により市税の滞納整理に従事した職員 3千円

7,000円/月

行旅病人の救護等に関する業務に従事した職員

主な支給対象職員及び業務

(1) 税務職員手当

226

497,996

38.9
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※手当ごとの支給実績は特別会計及び病院事業会計に属する職員への支給額を含む。

⑸ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

円

円

円

201,165

208,874

千円

84,196

92,740

同じ

千円

11,852同じ

95,463

727,031207,931 千円

住居手当

異なる

431,349

円

円

円240,916

借家・賃貸等の場合
家賃額に応じて28,000円を限度に支給

配偶者 3,500円(令和6年度は6,500円)

支給職員１人当たり
平均支給年額

(令和6年度普通会計決算)

5千円

支給実績
(令和6年度普通会計決算)

自宅の場合　新築・購入後5年間 3,500円
上記以外 2,000円

千円

深夜全部 7,300円/回
4時間以上 3,550円/回
2時間以上4時間未満 3,100円/回
2時間未満 2,150円/回

②医療職給料表の適用を受ける職員のうち市長の定める
職員が、正規の勤務時間以外の時間において、勤務の時
間帯その他に関し市長が定める特別な事情の下で救急医
療等の業務に従事した場合

 支給実績（令和6年度普通会計決算）

①助産師、看護師若しくは准看護師又はこれらに準ずる
職員が深夜にわたり、正規の勤務時間として看護等の業
務に従事した場合

108,431千円

500円/体

1,620円/回

内容及び支給単価

 支給実績（令和5年度普通会計決算）

 職員１人当たり平均支給年額（令和6年度普通会計決算）

国の制度
との異同

千円

同じ

国は廃止

47,984

千円

152,226

同じ

異なる

部長　　　85,000円
副部長　　70,000円
課長　　　60,000円
副課長　　50,000円

256

629,502

285

距離区分に応
じた支給額が
異なる

夜勤手当

休日給

(21)解剖手当
医師、看護師、准看護師又は医療技術員等が死体を所定
の方法で処理する業務に従事した場合

手当名

(20)夜間看護等手当

国の制度と
異なる内容

⑹ その他の手当（令和7年4月1日現在）

563,688

 職員１人当たり平均支給年額（令和5年度普通会計決算）

正規の勤務時間として午後10時から翌日午
前5時まで勤務する職員に対し、勤務1時間
につき勤務1時間あたりの給与額の100分の
25を支給

同じ

満16歳～22歳の子に対する加算 5,000円

通勤手当

管理職手当

交通用具使用者／併用限度 55,000円
距離に応じた額(通勤距離 片道2㎞以上)

扶養手当
扶養親族（その他）　1人につき6,500円

扶養親族（子）　1人につき11,500円
同じ

交通機関等利用者／上限 55,000円
運賃等相当額

休日において正規の勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員に対し、勤務1時間
につき勤務1時間あたりの給与額の100分の
135を支給
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５　特別職の給料等の状況（令和7年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

 給料月額×在職月数×35/100×115/100　 円 　任期ごと

 給料月額×在職月数×21/100×115/100　 円 　任期ごと

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合に
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 おける退職手当の見込額である。

1,051,000

882,000

657,000

（参考）中核市における最高／最低額

475,000

827,000

707,000

513,000

584,000

給　　料　　月　　額　　等

備　　　　考

副 議 長

20,305,320

696,000

退
職
手
当

10,224,144

市 長

副 市 長

議 長

議 員

副 議 長

議 員

市 長

議 長

議
員
報
酬

市 長
給

料

期
末
手
当 （令和6年度支給割合）

4.60　月分

1,180,000

副 市 長

（令和6年度支給割合）
4.60　月分

副 市 長

区　分

960,000

748,000

700,000

591,000

575,000
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６　職員数の状況

⑴ 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人

（中核市の人口1万当たり職員数 人）

人

（中核市の人口1万当たり職員数 人）

[ ] [ ] [ 11 ] 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

計

216

・育児休業代替職員の増加による増員

・建築基準法等の改正に伴う体制強化による増員

46.94

▲ 1

・緑の森公園保育所開所による増員

65.14

19

2,230

625

小　計

合　　計

21

111

284

24

361

2

22

364

160

0

699

1313

職 員 数

議会

税務

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

157

691

部　門

普
通
会
計
部
門

教育部門

24

令和７年

一
般
行
政
部
門

20

総務

衛生

令和６年

3

1,593 1,607

108

333

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

農水

＜参考＞

・欠員補充

・部活動の地域移行等に関する体制強化による増員

＜参考＞

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

・育児休業代替職員の増加による増員

・欠員不補充

329

65.99

24小　計

区　分

631

756

労働

212

民生

商工

消防部門

2,206

下水道

2,962

その他

病院

103

2,926 2,937

2,981

2

▲ 6

▲ 5

土木

・欠員補充

・育児休業代替職員の増加による増員

・育児休業代替職員の減少による減員

87.08

3

6

14

▲ 1

8

＜参考＞

105

751

22

290

3

2

0

3

主　な　増　減　理　由
対前年
増減数

・欠員不補充

4

▲ 4

48.24

・欠員不補充
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⑶ 職員数の推移 （単位：人・％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

( ％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

一般行政

5.6

756

2,823 2,938

31

158

2,164 2,184

2,9622,886 2,920

2,103 6.0

720 722 754

1272,183 2,206

4.3

3329 0.9323

120 8.1

過去５年間の増減数（率）

～

人

56歳
60歳
以上

1.44

59歳

部門別

311 4234

区　分

職員数
170

35歳

⑵ 年齢別職員構成の状況（令和7年4月1日現在）

～

人

～

人 人

316

36歳28歳

人

総合計

令和4年令和3年令和2年 令和7年

消防

290286 291

332

751737

2,981

290

335

公営企業等会計計

2,230

年度

1,541 1,558

333

普通会計計

教育

1,593

47歳

人

39歳

44歳

計

23歳

291

51歳

48歳

～
40歳

337

55歳

人 人

61

330

289 284

令和6年令和5年

1,5721,487

20歳

27歳 31歳

24歳

325

32歳

1,607

人

～

222364

52歳

人

20歳
未満

43歳
～～～

157 2,981

～～

人人人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%

２０

歳

未

満

６０

歳

以

上

２０

｜

２３

２４

｜

２７

２８

｜

３１

３２

｜

３５

３６

｜

３９

４４

｜

４７

４０

｜

４３

４８

｜

５１

５２

｜

５５

５６

｜

５９
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